
別紙３ 特別用途地区指定図書_令和８(2026)年 10月 15日公表 

 

宇都宮都市計画特別用途地区の変更（宇都宮市決定） 

 

都市計画特別用途地区を次のように変更する。 

 

種    類 面    積 備    考 

問屋町特別業務地区 

 

約 ２５．７ｈａ 

 

建築物の建築の制限は，「宇

都宮市特別用途地区建築条

例」による。 

 

（地区の区分） 

卸商業団地 18.9ha 

繊維卸団地  6.8ha 

栃木県総合運動公園 

スポーツ・レクリエーション地区 

 

 約 ７１．１ｈａ 

 

 

 

 

建築物の建築の制限の緩和

は，「宇都宮市特別用途地区

建築制限緩和条例」による。 

 

（建築物の制限の緩和） 

１ 観覧場（運動施設に附帯

するものに限る。） 

２ 公園施設（都市公園法

（昭和３１年法律第７９

号）第２条第２項に規定す

るものをいう。） 

 

（地区の区分） 

 Ａゾーン 54.3ha 

 Ｂゾーン  6.6ha 

 Ｃゾーン  6.2ha 

 Ｄゾーン  4.0ha 

栃木県「文化と知」の創造拠点地区 

 

 約  ３．３ｈａ 

 

建築物の建築の制限の緩和

は，「宇都宮市特別用途地区

建築制限緩和条例」による。 

 

（建築物の制限の緩和） 

１ 美術館 

２ 集会場 

合    計  約１００．１ｈａ  

「位置及び区域は計画図表示のとおり」 

 

理 由   

周辺地域の住環境に調和した観光・レクリエーション拠点の形成を図るため，本案のとおり特

別用途地区を変更するものである。 
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宇都宮都市計画特別用途地区 

 

変 更 対 照 表 

変更後 

種    類 面    積 備    考 

問屋町特別業務地区 

 

約 ２５．７ｈａ 

 

建築物の建築の制限は，「宇

都宮市特別用途地区建築条

例」による。 

 

（地区の区分） 

卸商業団地 18.9ha 

繊維卸団地  6.8ha 

栃木県総合運動公園 

スポーツ・レクリエーション地区 

 

 約 ７１．１ｈａ 

 

 

 

 

建築物の建築の制限の緩和

は，「宇都宮市特別用途地区

建築制限緩和条例」による。 

 

（建築物の制限の緩和） 

１ 観覧場（運動施設に附帯

するものに限る。） 

２ 公園施設（都市公園法

（昭和３１年法律第７９

号）第２条第２項に規定す

るものをいう。） 

 

（地区の区分） 

 Ａゾーン 54.3ha 

 Ｂゾーン  6.6ha 

 Ｃゾーン  6.2ha 

 Ｄゾーン  4.0ha 

栃木県「文化と知」の創造拠点地区 

 

 約  ３．３ｈａ 建築物の建築の制限の緩和

は，「宇都宮市特別用途地区

建築制限緩和条例」による。 

 

（建築物の制限の緩和） 

１ 美術館 

２ 集会場 

合    計  約１００．１ｈａ  
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変更前 

種    類 面    積 備    考 

問屋町特別業務地区 

 

約 ２５．７ｈａ 

 

建築物の建築の制限は，「宇

都宮市特別用途地区建築条

例」による。 

 

（地区の区分） 

卸商業団地 18.9ha 

繊維卸団地  6.8ha  

栃木県総合運動公園 

スポーツ・レクリエーション地区 

 

約 ７１．１ｈａ 建築物の建築の制限の緩和

は，「宇都宮市特別用途地区

建築制限緩和条例」による。 

 

（建築物の制限の緩和） 

１ 観覧場（運動施設に附帯

するものに限る。） 

２ 公園施設（都市公園法

（昭和３１年法律第７９

号）第２条第２項に規定す

るものをいう。） 

 

（地区の区分） 

 Ａゾーン 54.3ha 

 Ｂゾーン  6.6ha 

 Ｃゾーン  6.2ha 

 Ｄゾーン  4.0ha 

合    計 約 ９６．８ｈａ  
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理由書 

 

１．種類・名称 

  宇都宮都市計画特別用途地区の変更 

  栃木県「文化と知」の創造拠点地区 

 

２．理由 

  当該地区は，宇都宮市中央地域に位置しており，国道１１９号に近接している。現在の用途地

域は第一種住居地域及び第二種住居地域であり，周辺には住宅のほか医療施設や教育施設が集積

している。 

  従前の当該地区には，昭和 40年に開館した栃木県体育館が立地しており，昭和 55年の栃の葉

国体の会場として利用されたほか，コンサートや学校の卒業式の会場としても利用されるなど，

県民スポーツや県民文化の普及促進の一翼を担い多くの県民に親しまれてきたが，建物の老朽化

に伴い，令和３年度に廃止され，翌年に解体された。当該地区の現況は更地であり，栃木県が県

有地として管理を継続している。 

そのような中，栃木県立美術館，図書館及び文書館は，県民の学びや創造を支える重要な役割

を担うものと位置付けられている県施設であるが，建物や設備の老朽化の進行や収蔵能力の確保

など機能面での課題も生じていることから，県において再整備を行うこととし，その整備地の選

定に当たっては，県内各地からの様々な交通手段によるアクセス性に優れ，中心市街地からも近

く，県の文化振興の中核として相応しい場所であることや，県有財産の有効活用の観点から，当

該地区に整備する方針が決定された。 

さらに，県においては，当該地区を新たな「文化と知」の創造等を通じて地域を支える人づく

りに寄与し，地域活性化にもつながる拠点として整備するため，「宇都宮都市計画区域の整備，

開発及び保全の方針」の改定（令和８年３月３１日）に当たり，当該地区を「観光・レクリエー

ション拠点地区」として新たに位置付け，地域資源を生かして広域的な観光の集客や多様な余暇

活動を支える場として魅力向上を図り，将来にわたり県民の学びや創造の場として利用されるよ

う豊かな環境を整備・確保するとともに，周辺地域の住環境と調和した整備を進めていく方針を

示している。 

 本市においても，「宇都宮市都市計画マスタープラン」において，教育文化施設については，

利用者の利便性や関連施設，ＮＣＣのまちづくりとの連携に配慮して配置する方針を示している

ところであり，当該地区は公共交通によるアクセスが容易で交通利便性が高い地域に位置してい

ることから，本件都市計画の変更は上位計画と整合が図られている。 

このようなことから，第一種住居地域において美術館及び集会場を含む栃木県「文化と知」

の創造拠点を整備するに当たり，美術館及び集会場が建築できるよう，一部建築物の用途制限

を緩和する特別用途地区として，宇都宮都市計画特別用途地区の変更を行うものである。 
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別紙３ 特別用途地区指定図書_令和８(2026)年 10 月 15 日公表 

宇都宮市特別用途地区建築制限緩和等条例 

(趣旨) 

第 1 条 この条例は，建築基準法(昭和 25 年法律第 201 号。以下「法」という。) 第 49 条第 2 項及

び第 50 条の規定に基づき，特別用途地区内における建築物の建築制限の緩和並びに建築物の敷

地，構造及び建築設備（以下「敷地等」という。）に関する制限について，必要な事項を定める

ものとする。 

 

(適用地区) 

第 2 条 この条例の規定は，都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)第 8 条第 1 項第 2 号に規定する特

別用途地区として同法第20条第1項の規定により告示された次に掲げる地区に係る都市計画にお

いて定める土地の区域(以下「建築制限緩和等地区」という。) について適用する。 

  （1）栃木県総合運動公園スポーツ・レクリエーション地区 

（2）栃木県「文化と知」の創造拠点地区 

 

(建築制限の緩和) 

第 3 条 建築制限緩和等地区においては，別表の左欄に掲げる地区の区分に応じ，同表の中欄に掲

げる建築物であって，市長が定める基準に適合するものを，同表の右欄に掲げる規定にかかわら

ず，建築することができる。 

 

(敷地等に関する制限) 

第 4 条 第 2 条第 2 号に規定する地区において，前条の緩和を受けた建築物であって，別表の中欄

に掲げる用途に供する部分の床面積の合計が 3,000 平方メートルを超えるものを建築する場合

は，当該建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線及び隣地境界線までの距離は，5

メートル以上としなければならない。 

 

(委任) 

第 5 条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が定める。 

 

附 則 

この条例は，栃木県「文化と知」の創造拠点地区に関する都市計画の決定に係る都市計画法第 20

条第 1 項の規定による告示の日から施行する。 

 

別表（第 3 条関係） 

建築制限緩和等地区 建築制限緩和建築物 建築制限規定 

栃木県総合運動公園 

スポーツ・レクリエ 

ーション地区 

1 観覧場（競技場その他の運動施設に

付帯するものに限る。） 

2 公園施設（都市公園法（昭和 31 年法

律第 79 号）第２条第２項に規定するも

のをいう。） 

法第 48 条第 5 項及び第 7 項 

栃木県「文化と知」 

の創造拠点地区 

1 美術館 

2 集会場 

法第 48 条第 5 項 
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宇都宮市特別用途地区建築制限緩和等条例施行規則 
 

(趣旨) 

第 1 条 この規則は，宇都宮市特別用途地区建築制限緩和等条例(平成 27 年条例第 21 号。以下「条

例」という。) 第 5 条の規定に基づき，条例の施行について必要な事項を定めるものとする。 

 

(建築制限の緩和の基準) 

第 2 条 条例第 3 条の市長が定める基準は，建築物の床面積の合計が別表の左欄に掲げる地区のう

ち同表の中欄に掲げるそれぞれ同表の右欄に掲げる面積を超えないものとする。 

2 別表の中欄に掲げる区域の範囲は，市長が告示して定めるものとする。 

 

(補則) 

第 3 条 この規則に定めるもののほか必要な事項は，別に定める。 

 

附 則 

この規則は，宇都宮市特別用途地区建築制限緩和条例の一部を改正する条例（令和 8 年条例第 33

号）の施行の日から施行する。 

 
別表(第 2 条関係) 

建築制限緩和等地区 区域 床面積の基準 

栃木県総合運動公園スポーツ・レク

リエーション地区 

A ゾーン 90,000 平方メートル 

B ゾーン 40,000 平方メートル 

C ゾーン 3,000 平方メートル 

D ゾーン 3,000 平方メートル 

栃木県「文化と知」の創造拠点地区 全地区 40,000 平方メートル 
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